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災害からの安全な京都づくりに向けて～重要開発調整池の設置義務化～ 

京都府建設交通部河川課 

１ はじめに 

京都府では、平成24 年度から 3 年連続で風水害及びそれに伴う土砂災害による甚大な被害を受けたことを契

機に、平成28 年8 月、「災害からの安全な京都づくり条例」（以下、「条例」という。）を制定しました。 

本条例において、「貯める」治水対策として、これまで行政指導により対応してきた調整池の設置が義務づけら

れましたので、ご紹介します。 

 

２ 「災害からの安全な京都づくり条例」の概要 

本条例の目的は、ハード対策、ソフト対策を有効に組み合わせて総合的な防災対策を実施し、府民とまず災害

危険情報を共有して、まちづくりの段階から防災対策を進めることによって災害予防の質を高め、安心・安全に暮

らすことができる京都府の実現に寄与することです。防災対策の基本である、自助、互助・共助、公助をもとに、府

民の皆様に行っていただきたい取組や府と府民等が連携、協働して実施する取組及び災害を防止又は軽減する

ための事前に備える対策を中心に規定しています。 

その中でも治水対策は重要な対策の一つとなっており、国、市町村、府民等と連携し浸水被害を軽減するため、

河川や下水道による「流す対策」、雨水貯留浸透施設による「貯める対策」及び公共建設物の耐水機能確保等の

「備える対策」を実施することとしています。 

このうち、「貯める対策」として、これまで京都府では行政指導により対応してきた調整池の設置に関して、一定

要件を満たす開発行為には設置や設置後の適正な管理等を開発者に義務づけました。 

 

３ 重要開発調整池の設置義務化に至る経緯 

調整池は、土地の形質を変更する開発行為に伴い増加する雨水の流出量を安全に流下させ、治水安全度の

低下と災害誘発の危険性を防止するため設置するものです。 

これまで京都府では、知事管理河川の流域において 1ha 以上の大規模開発を行う場合に、行政指導により、開

発者に対して調整池を設置するなどの治水対策を講じていただき、開発による雨水流出増に起因する浸水被害

の軽減に努めてきました。昭和61 年の行政指導（治水協議）開始以来、その件数は約30 年で約300 件に上って

いました。 

 しかしながら、近年、例えば都市計画法上に基づく開発許可案件にはならない太陽光パネルの設置に伴う、山

地部の切土や盛土で、土地の形質を変更する開発

行為であるにもかかわらず指導に従わない事例や、

調整池は設置したものの維持管理が十分になされ

ておらず、土砂で埋塞している事例など、行政指導

には限界がある状況となっていました。 

 このような状況に対応するため、本条例において、

雨水流出増を伴う1ha以上の大規模開発を行う場合

は、雨水を一時的に貯留し、雨水の流出を抑制する

調整池（以下、「重要開発調整池」という。）の確実な

設置と、その適正な維持管理を開発者等に義務づ

け、着実に浸水被害の軽減を図ることとしました。 図1 防災対策の基本 
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４ 重要開発調整池設置の要件 

 京都府において、重要開発調整池の設置が義務づけられる要件は以下のとおりです。 

① 知事管理の一級河川又は二級河川の流域で行う開発行為であること 

② 開発面積が 1ha 以上であること 

③ 開発行為により雨水流出量の増加をもたらすこと 

④ 開発行為により下流地域において、浸水による被害を発生させる可能性が高まると認められること 

⑤ 開発行為が適用除外規定（条例施行規則第6 条に規定）に該当しないこと 

 以上全ての要件に該当する場合は、開発行為届の提出、重要開発調整池の設置（年超過確率1/50 規模）、設

置完了届の提出、重要開発調整池の検査、適正な管理を行う義務が発生することになります。なお、要件⑤の適

用除外は、河川工事、農地の区画整理や砂防工事等が該当し、治水上の有益性、公益性、軽微性の理由から除

外しています。 

 要件に該当しているにもかかわらず開発行為届が提出されない場合、調整池の設置命令や技術的基準に基づ

く是正命令に従わない場合、適切な管理が行われていない場合などには罰則が規定されており、重い場合で 1

年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金が科せられます。この罰則により、義務化の実効性を担保しています。 

 

５ おわりに 

 今年もすでに 7 月豪雨、台風20 号と全国各地で大災害に見舞われており、総合的な治水対策への取組が求め

られています。京都府においては、今後も大規模な開発行為に伴う雨水流出増に対して、府内の浸水被害軽減

のため、条例に基づき適切に指導してまいりたいと思います。 

図2 重要開発調整池設置の義務化に関するチラシ（一般向け） 



新たなためる対策 
～大和川流域における総合治水の推進に関する条例と奈良県平成緊急内水対策事業のキックオフ～ 

                       
                 奈良県県土マネジメント部河川課 山科 友紀 
 
１.はじめに 

奈良県の大和川流域では、昭和 57 年 8 月の「大和川大水害」を契機に水を安全にな

がすことを目的とした「ながす対策」と、流域の保水力を高め、雨水の河川への流出を

抑制することを目的とした「ためる対策」を組み合わせた総合治水対策を昭和 58 年か

ら取り組んできました。また、昭和 57 年 8 月以降に 3 回以上浸水被害が生じた地域を

浸水常襲地域に位置づけ、関係市町村との連携により対策を推進してきました。しかし、

近年の社会情勢の変化や気候変動などを踏まえると、より一層の治水安全度の向上が必

要となり、総合治水対策をより一層推進していくための「大和川流域における総合治水

の推進に関する条例」を制定し、平成 30 年 4 月 1 日に施行しました。 
また、平成 30 年 5 月 17 日に大和川流域総合治水対策協議会において、条例の制定

や平成 29 年 10 月の台風 21 号による浸水被害を加味した、より充実した内水対策「奈

良県平成緊急内水対策事業」をキックオフしました。 
ここでは、「大和川流域における総合治水の推進に関する条例」と「奈良県平成緊急

内水対策事業」についてご紹介させていただきます。 
  
2.大和川流域における総合治水の推進に関する条例 
 条例は大きく「ながす対策」「ためる対策」「ひかえる対策」の 3 本柱で総合治水を推

進します。これまでの「ながす対策」と「ためる対策」に加えて、「ひかえる対策」を

新たに取り組んでいきます。具体的には次のようになります。 
 
○市街化編入抑制区域について 
「ひかえる対策」とは、頻繁に床上浸水レベルの浸水が起こるような場所では、市街化

を抑制し、浸水被害の拡大を防ぐ対策です。この対策により、将来における浸水被害の

発生を抑制し、県民の生命、身体や財産を守っていきます。 
具体的には、市街化調整区域の中で 10 年につき 1 回の割合で発生すると予想される雨

（時間雨量 50 ミリ程度）が降った場合、浸水深が 50cm 以上になると予想される区域

を「市街化編入抑制区域」に指定し、公表することで浸水区域での土地利用を抑制しま

す。ただし、河川や水路の整備による治水対策や、土地利用の状況の変化により浸水深

が変わる可能性あるため、河川整備の進捗や土地利用の変化などを踏まえて、定期的に

見直すことを予定しています。 
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○開発等にともなう防災調整池等について 

大和川流域において、防災調整池等の設置対象

面積を 3000㎡から 1000㎡に引き下げることにし、

特定開発行為に該当する場合には、知事が定める

基準に基づき、防災調整池その他知事が必要と認

める施設（防災調整池等）を設置しなければなり

ません。 
○ためる対策の推進について 

流域整備計画実施要領で定めた最小必要量を確保するために、耕作面積の減少によっ

て不要となったため池の利水容量を治水容量に転換することによって、ため池の保全と

治水利用の促進を図っていきます。さらに「ためる対策」の新たなメニューとして、水

田貯留施設を条例に位置づけて取り組んでいきます。また、上下流の市町村が連携して

総合治水に取り組むために、流域の上下流市町村と県が支川流域毎に総合治水の推進に

関する協定を締結し、計画を策定します。そのうえで、県は計画に基づく市町村の施策

を積極的に支援し、上下流市町村の認識の差を解消する仕組みをつくることで、「ため

る対策」の推進を図っていきます。 
 
3.奈良県平成緊急内水対策事業 
 奈良県では、平成 29 年 10 月 21 日～23 日の前線

並びに台風 21 号の影響により大和川流域内を中心

に昭和 57 年 8 月の戦後最大の水害といわれる大和

川大水害以来の浸水被害が発生しました。浸水の原

因について、市町村へのヒアリングなどから分析し

てみると、多くが内水によるものでした。 
そのため、より充実した内水対策として、「奈良県

平成緊急内水対策事業」と位置づけ、喫緊の課題で

ある内水被害の解消に向け市町村との連携により、

各支川で対策に必要な貯留施設等を整備していき

ます。 
 
4. さいごに 
 今後も奈良県はより一層市町村との連携を深めて総合治水対策と内水対策を進めて

いきます。大和川流域における総合治水の推進に関する条例と奈良県平成緊急内水対策

事業について、奈良県河川課の HP にも掲載しておりますので是非ご覧ください。 
（http://www-cms.pref.nara.jp/dd.aspx?menuid=12730） 

（大和川流域総合治水対策協議会資料より） 

（防災調整池チラシ） 


